
労働局長殿 年 月 日

人材開発支援助成金（建設労働者技能実習コース）の支給を申請します。
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※１　申請額が「対象労働者数×10万円」を上回る場合は、対象労働者数×10万円の値を記入してください。

※２　対象労働者経費（１人あたり経費額）について、35歳未満及び35歳以上の対象者毎に対象経費を分けることが困難な場合は、経費総額を人数で按分して記入してください。

(R6.4)
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申請額（円）
支給申請内訳書（建技様式第３号別紙１）の申請額（合計）を転記してください。

受講者のうち、
建設キャリアアップシステム技能者情報登録者数（人）

助成額（円）

70,680 1

中小建設事業主以外の事業主の場合
（女性のみ対象）

3/5

助成額（円）

申請者以外の雇用保険適用事業所の有無 有　     ・　     無
⑩
申
請
額
等
記
入
欄

経
費
助
成

企業全体の雇用保険被保険者数
が20人以下の事業主の場合

3/4

企業全体の
雇用保険被保険者数が

21人以上の事業主
の場合※２

35歳未満 1 30000 7/10 21000

35歳以上 2 30000 9/20 27000

⑧訓練を受講する労働者からの費用徴収の有無 有　　　     ・　　　     無 ⑨ その他費用徴収の有無 有 　　　  (　               　　　　　　　　円　）     ・ 　    無

対象労働者数（人）
対象労働者経費（受講料等）

（１人あたり経費額）（円）
助成率 申請額（円）※１ ※労働局記入欄

eラーニング

⑥-4 実施する実習の名称 玉掛け技能講習 ⑥-5　実習実施機関名 ●●教育訓練センター

⑦ 本事業の実施や対象労働者に関して
　 公共機関からの補助や助成金の有無

有    　　　 (名称： 　　　　　　　　　　　　                      　　　　　　　　　　　　　　　　                    　　　　　　　　　 )     ・ 　　　   無

同時双方向型の通信制 ③ 通信制 ④⑥-3 受講方法（複数選択可） ① 通学制 ②

　登録教習機関等が実施する講習等を受講させた（登録教習機関等に委託した場合含む）

　ⅳ） 　事業主又は事業主団体と共同で実施

　ⅴ） 　上記ⅱ）又はⅲ）の場合で講習等の一部を自ら実施した

⑥-1 実習内容
(裏面２(5)の番号を選択) 4 ⑥-2 実施方法

※該当するものに✓

　ⅰ） 　自ら実施した

　ⅱ） 　所属事業主団体が実施する講習等を受講させた（所属事業主団体に委託した場合含む）

　ⅲ）

4 5 訓練終了日 令和6 4 7

ﾌﾘｶﾞﾅ

氏名
役職

 ト　雇用管理責任者の氏名・員数 氏名 雇用　勇 員数 他 0

⑤実施日数・期間 日数 3 日 訓練開始日 令和6

④訓練を主催した事業主

※申請事業主と異なる
場合のみ記載

事業主の名称

所在地

雇用保険料率 1,000分の
雇用保険

適用事業所番号

担当者

30

 ハ　資本金・出資総額 5000万  ニ　雇用保険料率 1,000分の 18.5

※該当するものに○

③事業内容等

 イ　建設業（建設工事）の種類 土木工事業  ロ　常用労働者数 30

 ホ　建設業許可番号 般-31 （　　大臣　　/　　知事　　）　※該当するものに○ 〇〇〇〇〇

 チ　担当者
ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ
氏名

ｱﾝﾃｲ　ツトム
役職 労務部長安定　勉

 ヘ　雇用保険適用事業所番号

氏名

代理人

または

社会保険労務士
（提出代行者
・事務代行者）

所在地

電話番号 Ｅメールアドレス

②申請者情報

中小
建設事業主等

所在地 ●●県●●市1-1-1

電話番号 日中連絡先

Ｅメール
アドレス

ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ
役職名 氏名

ケンセツ　ミノル

代表者 代表取締役 建設　実

△△-〇〇 △△△.〇〇.〇〇

ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ 〇〇グミ

名称 株式会社　●●組

（建技様式第３号）

人材開発支援助成金（建設労働者技能実習コース（経費助成・賃金助成）)支給申請書
[　建設事業主用　］

山形
申請日： 令和　６ 5 24

【注意事項】
　・この申請書の記載・提出の際は、裏面の注意事項を必ずご覧ください。
　・労働局記入欄（太枠で囲まれている欄）には記入しないでください。
　・様式を印刷して使用する場合、裏面も両面印刷して使用してください。①計画届の認定番号 ※登録教習機関等で受講した場合は記入不要

記入例

建設業法第２条第１項に定める別表

の建設業の種類を記入して下さい

（裏面参照）

労働者数20人以下の事業主の場合

（有・無）を必ずチェックしてください！

《注意》

受講時間が貴社の所定労働時間を上回る場合は、受講者への時間外手当（残業代）の支

払いが必要です。適正な手当の支払いが確認できない場合、助成金の支給はできません。



土木工事業 建築工事業 大工工事業 左官工事業
とび・土木・コンク
リート工事業

石工事業

屋根工事業 電気工事業 管工事業
タイル・れんが・ブ
ロック工事業

鋼構造物工事業 鉄筋工事業

ほ装工事業 しゅんせつ工事業 板金工事業

清掃施設工事業 解体工事業

ガラス工事業 塗装工事業 防水工事業

内装仕上工事業
機械器具設置工

事業
熱絶縁工事業 電気通信工事業 造園工事業 さく井工事業

建具工事業 水道施設工事業 消防施設工事業

支給申請書（建技様式第３号） ③事業内容等 イ 「建設業（建設工事）の

種類」 欄には、下表より貴社の主たる業種を１つ選びご記入願います。


